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１．はじめに

２０１４年，「地域における医療及び介護の総

合的な確保の促進に関する法律」（医療介護

総合確保推進法）において地域包括ケアシス

テムが定義された。同法によれば地域包括ケ

アシステムとは「地域の実情に応じて，高齢

者が，可能な限り，住み慣れた地域でその有

する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるよう，医療，介護，介護予防（要介

護状態若しくは要支援状態となることの予防

又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若

しくは悪化の防止をいう。），住まい及び自立

した日常生活の支援が包括的に確保される体

制」（法第２条）である。

医療介護総合確保推進法において地域包括

ケアシステムが定義されたことによって，２０１２

年に地域包括ケアシステムの構成要素につい

て模式図を示した地域包括ケア研究会（以下，

研究会）では，介護予防を重視した模式図の改

訂をおこない変更点を強調している。（図１）

図１ 地域包括ケアシステムの構成要素「地

域包括ケア研究会報告書」p．１５（２０１６

年３月）
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研究会によれば，これまで「葉」の中に位

置づけられてきた軽度者向けの予防活動の多

くは，自助や互助などの取組を通して社会参

加の機会が確保され，日常生活の中で生活支

援や介護予防の機能が発揮されるため，今回

の図では，生活支援と介護予防を一体のもの

として再整理したという（研究会，pp．１５�１６）。
また同研究会は，植木鉢の形は「地域住民が

抱えている課題によって，『医療・看護』の

葉が大きく表現され，『保健・福祉』が小さ

い葉として表現される場合もあれば，『介護・

リハビリテーション』と『住まい』が大きく

表現される場合もある」（研究会，p．１５）と
解説している。

この図になぞらえて我々の研究を位置付け

れば，まさに介護予防・生活支援という「土

壌」に焦点を当てた研究になる。この生活支

援サービス提供組織の構築に関わる背景とし

ては，２０１５年度介護保険制度改正が絡んでい

る点で国家的なレベルでのコミュニティ政策

の転換を含むものであることに注目する必要

がある。なぜなら，自治体の事業企画や推進

に関わる組み立てが，公民連携の実質的な推

進体制の構築に向かうことになるからである。

２０１５年度介護保険制度改正では，予防給付

については市町村が地域の実情に応じて取り

組むという地域支援事業に移行することになっ

た。従来，介護予防・生活支援は家族を中心

として行われていた。しかし，核家族化や少

子化などの社会環境の変化，あるいは介護保

険制度の施行により，介護部分は専門職の手

に委ねられるようになった。すなわち介護が

社会保険制度のもとでフォーマルに実施され

ることとなったわけである。それが今回の制

度改正により，予防給付がインフォーマルな

支え合いに戻されることになった。しかしそ

れは，インフォーマルであるとしても，法に

基づく社会システムとして位置付けられたこ

とにより，家族，地域住民のみならず自治体

もプレーヤーとして関わるものとみなされる。

このことにより，従来の家族あるいは地域

による支え合いが自治体との協働で実施でき

るようになったと見ることができる。これ自

体は，支え合いが地域と自治体で一体的に行

える素地ができたという意味で評価できる。

しかし一方で，地域包括ケアシステムを地域

住民主導で構築するのかあるいは行政主導で

構築するのかという課題を内在する。

予防給付のうち訪問介護・通所介護につい

て，地域支援事業へ移行するにあたり，自治

体はこれまでの介護保険サービスから現行相

当と４つの類型（Ａ型：基準緩和サービス，

Ｂ型：住民主体による支援，Ｃ型：短期集中

予防サービス，Ｄ型：移動支援１））に基づく

メニューを検討することになる。介護予防・

日常生活支援総合事業（以下，新総合事業）

について，いまだ４割の自治体が事業移行猶

予の最終期限である２０１７年度に入ってからと

している（厚生労働省「介護予防・日常生活

支援総合事業，包括的支援事業（社会保障充

実分）の実施状況について」（２０１６年７月１

日現在）より）。行政は，自治体内に住民主

体の支援を担える団体がなければ，「みなし

移行」としてこれまで予防給付に基づく介護

保険サービスを提供していた事業者が担うこ

とになる。ただし，サービスの単価は現行よ

りも下がることが見込まれており，報酬を期

待できずに事業者が撤退する事態も危惧され

る。

新総合事業では，家事援助や居場所づくり

の活動等を「生活支援サービス」２）と呼んで

いるが，「住民主体」の取り組みがこれから

の地域づくりを支えるものとして期待されて

いる（服部２０１５など）。新総合事業を進める

にあたって，これまで助け合い活動に取り組

んできた団体や組織の先進事例や厚生労働省

のモデル地域として自治体の取り組みがイン

ターネットサイトに紹介されている３）。各自

治体において，住民主体の取り組みを進める

にあたっては，既存の活動組織や団体が受け
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皿となることが想定されるが，活動拠点の確

保，活動全般のコーディネートをおこなう人

材の育成と確保，財源の確保が活動継続の課

題となっている（杉岡ら２０１４：畠山ら２０１５：

大原ら２０１６など）。活動組織や団体が新総合

事業のマンパワーとなりえるためには，各自

治体が丸投げするのではなく，具体的なビジョ

ンを持った形で住民自治の方向性を明らかに

していく必要がある（杉岡ら２０１６）。

本稿では，�地域住民による居場所づくり
の活動を基礎とする介護予防・生活支援サー

ビス提供組織を構築して地域包括ケアシステ

ムを見据える取り組み，�社会福祉協議会の
手がけてきたボランティア銀行（支え合いの

事業）をベースとして地域包括ケアシステム

を構想する取り組み，�行政主導による地域
自治組織の自主的な活動を事業体・NPO団
体としての取り組みを支援することを通じて

地域包括ケアシステムを展望する取り組みの

３つの戦略を今後の自治体戦略の選択肢とし

て位置づけることを前提に事例の考察をおこ

なう。

２．目的と方法

本稿の目的は，既存の生活支援サービスが

新総合事業を推進するうえでどのような方針

の転換や課題を求められることになるのか明

らかにし，住民主体の活動を支えるにあたっ

ての課題を考察することである。

本稿が取り上げる３つの事例について，Ａ

市の実家の茶の間は，活動それ自身は，本来

的に，地域住民主導で実施されてきた。現在

では，地域住民の活動に行政（Ａ市）が支援

するという形である。一方，Ｂ市の社会福祉

協議会による助け合い活動，あるいはＣ市の

生活支援コーディネーターは，行政が主導し

地域住民を巻き込む形である。いずれのケー

スでも，最終的には地域包括ケアシステムと

して成立させることを目的としており，地域

包括ケアシステム構築のための手法の違いで

あると見ることができる。こうしたＸ県３市

のような手法の違いは，他の自治体において

も同様であろうと推察できる。

さて，調査の方法はＸ県内の３自治体を訪

問（２０１６年８月２２～２４日）し，聞き取り調査

を実施した結果を分析した。調査対象は，Ａ

市（居場所づくり：地域包括ケア推進モデル

ハウス「実家の茶の間・Ｓ」），Ｂ市（助け合

い活動：社会福祉協議会），Ｃ市（生活支援

コーディネーターの配置および協議体の設置：

市役所）である。「実家の茶の間・Ｓ」は，

茶の間開催日（２０１６年８月２２日）に訪問し，

参加者の観察，運営者であるＫ氏のほか，Ａ

市担当者からの聞き取り調査をおこない，Ｂ

市およびＣ市は，担当職員から聞き取り調査

を実施した。

３．事例調査の結果

� 居場所づくり（Ａ市）

Ａ市は人口約８１万人で，２００７年に８区から

なる政令指定都市に移行した。Ａ市では，８

の行政区単位に第１層の生活支援コーディネー

ター（プロパーの専従職員，最年長は５８歳）・

協議体（月１回連絡会）を設置済みで，地域

包括支援センター（２７圏域，１区に２～３カ

所）ごとの第２層では，生活支援コーディネー

ター・協議体ともに今後配置予定となってい

る。実家の茶の間を核とする地域包括ケア推

進モデルハウスは第１層のイメージとして捉

えている。Ａ市としては地域の課題を見つけ，

受け止める場所として，歩いて行ける距離に

拠点を作り（５００カ所），そこに情報を集める

仕組み作りを想定している。実家の茶の間・

Ｓは任意団体が運営しており，Ｋ氏が代表で

ある。

① 実家の茶の間の歴史

Ｋ氏は家庭の事情で介護福祉士を取得し，

みずから１９９１年に有償ボランティアによる住
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民参加型在宅福祉サービス団体を立ち上げた。

この事業は，１９９３年に財団法人Ａ市福祉公社

（現Ａ市社会福祉協議会）の自主事業となっ

て現在も続いている。すでに，この頃から居

場所の取り組みが始まっていたという。当時

は市内の空き店舗を事務所にして活動してい

たが，そこに集まってくる人たちや高齢者の

孤独な環境を慮り，１９９７年に自治会館で地域

の茶の間を月に１回の頻度で始めた。

その後，利用者からの要望で泊まりの機能

を兼ね備えた拠点を探し，２００３年には４０坪の

空き家を活用してＨ区で「うちの実家」を開

設した（平日１０～１５時，参加費３００円，火曜

日と金曜日は３００円で昼食用意）。家賃は月５

万円，立ち上げ資金は１口８，０００円として２５０

万円を集めた。家屋内の食器棚等はそのまま

活用した（現在の実家の茶の間でも同様，な

いものは寄付＝参加を募った）。昼食を作る

際には，野菜作りをしている人から無償で材

料を届けてもらっていた。このときから，プ

ログラムがない自由な過ごし方ができる場所，

「どなたが来られても『あの人だれ？』とい

う目をしない」，「その場にいない人の話をし

ない（ほめる事も含めて）」，「プライバシー

を訊き出さない」，「食事は最後の一人が箸を

置くまで，食器を片付けない」，感染予防の

ために名前を書いた紙コップや割り箸を使う，

食べ切れなかった食事はすべて廃棄すること

などを参加者に浸透させてきた。また，専門

職等との情報交換の場として２００８年から夜の

茶の間も企画した。

② 実家の茶の間・Ｓの概要

実家の茶の間・Ｓは，２０１４年１０月に開設さ

れ，これにともない，「うちの実家」は閉鎖

した。現在，実家の茶の間・ＳはＡ市の地域

包括ケア推進モデルハウス事業となり，農家

の空き家を利用し，週２回（月曜日と水曜日

１０～１６時）開催している。２０１５年９月末時点

での年間利用者数は４，４５５人（大人４，１５８人，

子ども２９７人），１回の平均利用者は４６人であ

る。月曜日は参加者同士が話し込む場となり，

水曜日は各々やりたいことをやって過ごして

いるという。参加費３００円，食事３００円で，子

どもは無料である（ただし食事の配ぜんや後

片付けなどを手伝っている）。実家の茶の間

の所在地は，２つの学区を包括するエリアに

あることから，学校から子どもの参加につい

て打診があるという。

参加費は，Ｓ地区以外に住む市民（団体を

含む）は賛助会員費として２，０００円，参加費・

食事代は先にも触れたように３００円である。

この参加費収入は，賛助会員費が駐車場３台

分の借り上げ費と保険料の一部に充当される。

またその他の参加費は，お茶・コーヒー・茶

菓子代，消耗品費（紙コップ，ティッシュペー

パー，トイレットペーパー購入費），町内会

費４，８００円，ボランティア行事用保険料１回

１，１２０円（４０名参加の場合），当番費１名１，６００

円として割り当てられる。なお，代表以外に，

事務局，研修，行事，地域などの役割分担が

決められている。また居場所担当と食事担当

が２名ずつ割り当てられ，これが当番となる。

この当番は誰でも応募でき，９時３０分から１６

時３０分まで活動して交通費として１，６００円が

支給される仕組みである。

実家の茶の間の特徴は，利用者はサービス

の利用者ではなく，場の利用者であるという

ことである。すなわち，世話をする人・され

る人という関係が固定されず，乳児から高齢

者まで，障がいを持つ人も持たない人も自由

に参加できる「場」として存在している。実

家の茶の間・Ｓでは，助け合いツールとして

地域通貨を販売している。これは１枚３００円

（１回の参加費と同額）で６枚つづり１，５００

円である。これは，利用者（購入者）が支援

者（受取人）に対して，ごみ出しや買い物，

電球交換，ペットの世話などの支払手段とし

て利用でき，受取人は実家の茶の間の参加費

用として利用できる。販売枚数は５００シート

を数える。
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実家の茶の間
(Ｓ)
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社会福祉協議会

小学校

③ 実家の茶の間の広がり

Ｋ氏は北海道（札幌）との縁も深く，サロ

ン活動やサービス付き高齢者向け住宅を運営

している団体にも赴いている。また，Ｙ県で

サロン活動を行っている団体が複数回視察に

訪れ，「茶の間」事業のノウハウを提供し

ている。

④ 行政および社会福祉協議会との連携

Ｋ氏は，２０００年から始まった介護保険制

度によってサービス事業所がたくさんでき

る一方，２０１５年の介護保険制度が改正（新

地域支援事業）され，それらの事業者が淘

汰される時期に来ていることを危惧してい

た。そこで市の今後の方針について政策調

整課へ問い合わせたことが契機となり，改

正介護保険制度実施前の２０１４年７月から，

市に対する住民主体の活動のノウハウを提

供する市の嘱託職員として，Ａ市の取り組

みにアドバイスを行うようになった。たと

えば，Ｋ氏も講師となり，全６回のプログ

ラムで地域の茶の間づくりを学ぶ講座を開

催している。

Ａ市は，実家の茶の間事業を市民による助

け合い事業のモデル事業として位置付け，実

家の茶の間・Ｓは，Ａ市との協働事業として，

家賃，水道光熱費はＡ市が負担している（設

立当初は備品購入や家屋整備のためＡ市が４０

万円補助）。現在，Ａ市は８つの行政区ごと

に１つずつの設置を計画している。この事業

を推進するために，新規に開設する茶の間事

業に対して月家賃５万円，水道光熱費２万円

を補助する予算を組んでいる。さらにＡ市は

Ｘ県社会福祉協議会と共同で，全県の地域の

茶の間のマップ作りを実施した。

【小括】

実家の茶の間事業は，Ｋ氏のアイディアと

活動実践に負うところ大であるが，Ａ市やＸ

県社会福祉協議会が実家の茶の間・Ｓという

任意団体の会員として活動にコミットしてい

る点に特徴がある。

また実家の茶の間・Ｓは，あくまでも地域

住民が集う「場」を提供するに過ぎないが，

そのネットワークは実に多種多様であり，ま

さに社会の中の「場」として存在している点

も特徴である（図２参照）。

図２ 実家の茶の間・Ｓのネットワーク

『河田方式「地域の茶の間」ガイドブッ

ク』p．２７

� 社会福祉協議会が支える住民の助け合

い活動（Ｂ市）

Ｂ市は，人口２６万人（県内で２番目に人口

が多い），合併時（２００６年）と比べると１万

人人口が減少している。小学校区は３１あり，

川を挟んで川東，川西（商業地）に分かれて

いる。

Ｂ市社会福祉協議会のあるＢ市社会福祉セ

ンターは，１９７９年に建てられ，社会福祉協議

会が指定管理を受けている。主に３，４階の

フロア，平日日中がメインとして手話や高速

速記のサークル活動の部屋貸出等をおこなっ

ている。２０１６年１１月１日から，Ｂ駅から１０分

圏内の所へ移転が予定されている。そこには，

ボランティアセンターを１階に配し，１～３

階に会議室，障害者就労支援の福祉カフェ
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（特別支援学校の子どもたちの職場実習の場

としても活用，１１時３０分～１４時），１２階建て

で特養や有料老人ホーム，マンションも併設

される。駐車場は１００台入庫できるが，利用

台数が多くなることが予想されるため，近隣

の地下駐車場（施設の利用があれば無料）も

使う予定である。なお，社会福祉協議会で

は，１１カ所ある地域包括支援センターのう

ち，３カ所の事業を受託（１カ所は基幹型）

している。

Ｂ市の新総合事業は，みなし移行を２０１７年

から実施予定である。

① 福祉活動の取り組み経緯

１９８８年に当時の市長が市民の慈善に対する

意識を向上させる運動を掲げ，寄付による基

金を設立した。行政から７億円が拠出され，

運用益（年間２，５００万円）で活動の事業を賄っ

てきた。会費を徴収する必要がない時代が続

いたが，現在は基金から１０億円を取り崩して

いる。

Ｂ市はおおむね小学校区（平成の合併１０地

域は旧市町村の範囲）に地区社会福祉協議会

（昭和の合併以前の各市町村社会福祉協議会）・

地区福祉会（ボランティア銀行を実施するに

あたって新たに設立）がある（全４１組織）。

活動の拠点には，コミュニティセンター（旧

公民館，福祉センター）がある。コミュニティ

センター主事が２～３名配置され，福祉担当

が１名地区社会福祉協議会の事務局を兼務し

ている。コミュニティセンター主事は，公募

して面接を受け採用後に担当が決まるため，

福祉担当者に専門資格は必要とされない。市

の非常勤職員としての待遇（１年更新）で，

月１３万７，０００円（社会保険付き），昇給はない。

元保育士，定年退職後の人，子育てを終えた

人がなっている。公民館時代は福祉コーディ

ネーター（行政から社会福祉協議会へ委託）

がいて，現在，身分を切り替えコミュニティ

センター主事となっている人もいる。１９９７～

２０００年度は地区福祉センターに併設していた

が，２００４年からコミュニティセンター一本化

となった。

地区社会福祉協議会・地区福祉会では，ボ

ランティア銀行，ふれあい型食事サービス事

業，小地域ネットワーク活動，福祉送迎サー

ビス事業，ふれあい・いきいきサロンを実施

している（地区によって実施，未実施あり）。

Ｂ市社会福祉協議会から活動規模（人口）に

応じて，助成金を交付している。年間少ない

ところで５０万，多いところで１２０～１３０万円程

度である。

② ボランティア銀行（助け合い活動）

先進地を視察し，１９８７年に４地区からスター

トしたものが１９９４年には全地区に広がった。

Ｂ市社会福祉協議会が実施主体，地区社会福

祉協議会が実施機関となっている。当初は１

時間２００円であったが，現在は３００円である。

市内のシルバー人材センターや NPO法人は
１時間８００円かかる。ポイント制（１時間１

点，５００点を上限（５０～６０人いる），超過分は

慰労金として２００円を社会福祉協議会が追加

している）で時間預託のしくみを取った（元

気なうちにサービスの担い手となり，地域を

支える。自分に手助けが必要になったときに

利用する）。地区内の家族や親族へポイント

を移行できる。１９９５年から，時間預託と謝金

の受け取りを選択できるようになった。謝金

受け取りの場合はひと月ごとにコミュニティ

センターへ届け出，コミュニティセンターか

ら社会福祉協議会へ報告。社会福祉協議会は

振り込み（手数料は無料），入金等の管理を

おこなう。銀行口座に振り込むケースが最近

は増えてきた。

会員登録をして利用・協力するが，協力会

員は５０代が多く，いずれの会員も７割が女性

である。送迎があったときは，男性の運転協

力が多かった。２０１６年３月末現在，利用会員

９６７人，協力会員１，２６７人の実利用，実働の割

合は３割である。利用会員，協力会員ともに

減少しているが，１年間のサービス延べ時間
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数は３，４６４時間となっており年次的に大きな

変動はみられない。掃除が４割，買い物代行

が３割となっている。買い物は代行，相談相

手は話し相手，その他には，薬局に薬をもら

いに行く，草取りなどがある。

他の地区での活動ができないことから，担

い手がいない地域も多いという。また，平成

の合併地区では取り組まれていない（未実施

の地区は５地区）。身の回りの世話は，障害

者の排泄介助などを専門資格保有者を派遣し

ておこなっていたが，亡くなるなどして回数

が減少してきた。

③ ふれあい型食事サービス事業

昼食と交流機会の提供を目的としている。

食事はボランティアが手づくりしている（１

回３００円）。市内の全地区で月に３～４回実施

している。会食と配食があり，割合としては

半々であるが，市内の全地区において何らか

の形で実施されているが，５～６の班に分か

れておこなうこと，ボランティア銀行の協力

会員と比べて，個人のプライバシーに関わる

ことが少ないことから，ボランティアの確保

は比較的しやすい。

④ 小地域ネットワーク活動（見守り，安

否確認）

４０地区で実施されている。訪問記録票をま

とめ，報告する。民生委員はボランティアを

まとめる役割である。

⑤ 福祉送迎サービス事業

２００６年まではボランティア銀行のなかでお

こなわれていたが（用途制限はなく，助け合

い活動のうち半分を占めていた，運転ボラン

ティアとして男性の協力が多かった），改正

道路運送法が施行されたことにともない，同

年１１月から開始した。４１地区中２５地区で実施

されている。料金は無料である。Ｂ市は福祉

有償運送（タクシーの半額程度）の NPO法
人が３団体ある。用途は医療機関への送迎で，

片道のみ，院内介助の場合はボランティア銀

行を利用する。運転ボランティアは，自家用

車を使い，ガソリン代相当を１年間まとめて

支給されている（１キロ２０円）。運行日誌に

より，運転手の体調等の点検をおこなってい

る。車両の確保，運行，担い手の確保などニー

ズに対応できない課題がある。

⑥ ふれあい・いきいきサロン

月１回平日午前中におこなわれている。３８

地区，３２４カ所にのぼる。男性の参加率の低

さが課題となり，メンズクラブとして，体操，

講師を呼んで勉強会，麻雀などをするサロン

が出てきた（定員は２０人を想定していたが，３０

人ほどの参加がある）。Ｂ市社会福祉協議会

では年間上限２万円を補助している（６０地区）。

行政では，週１回取り組むサロンに対し，月

２万円の補助をおこなっている（初年度は３０

団体，今年で３年目）。

【小括】

ボランティア銀行は，ポイント制，時間預

託を取り入れた当時としては新しい取り組み

であったが，他地区での活動ができない，未

実施地区がある，送迎サービスは片道の通院

にのみ利用できるなど，活動の広がりを期待

しにくい現状にある。ボランティア銀行の送

迎が福祉送迎サービスへ移行したことにより，

男性の担い手は，現在は４人に１人となった。

地区社会福祉協議会および地区福祉会として

根付いてきた活動をいかに継続させていくこ

とができるかが課題となっている。

� 地域自治区を基礎とする生活支援コー

ディネーターの配置（Ｃ市）

Ｃ市の人口は２０万人，２００５年に近隣１３町村

が合併した。定年退職後，田舎暮らしにあこ

がれ，農村での生活を希望する人たちの転入

が多い。市全体の町内会加入率は高いが，町

内会に加入しない Iターン者が多い。
① 新総合事業の取り組みと背景

介護保険事業計画第４期において，保険給

付費が増加し，５期には保険料を増額した

（全国３位６，５２５円），この間，認定者はそれ
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ほど増加せず（要支援者が多い）。６期は保

険料がわずかに減少している（６，３５８円とな

り全国１００位）。特に，要支援者が多く，重度

の要介護者が少ない背景には，血圧やコレス

テロール値が高く，脳卒中になりやすくなっ

ていたため，個別の家庭訪問を重点的におこ

ない，運動より疾病予防の取り組みを重視し

たことがある。

２０１４年から生活支援コーディネーターの配

置を始めるが，役割を明確にしない非常勤の

取り扱いであった（４人）。市長が同年７月

にさわやか福祉財団のフォーラムに参加し，

全国一律のサービスから，地域の実情に応じ

たしくみに移行していくことを知り，行政

（事業者）主導から，地域住民を巻き込むし

かけ作りを進めていくうえで，役割分担を重

視した。そこで，生活支援コーディネーター

は，地域づくりに意欲のある人を選出してい

る（常勤で労働保険，雇用保険，通勤費を含

み年間１，４７１，０００円の報酬）。第２層生活支援

コーディネーターと協議体を後述する住民組

織に委託することを予定している。Ｃ市では，

みなし，基準緩和，Ｂ型の制度設計を進めて

いる。訪問および通所Ａ型（基準緩和）に関

しては，事業者と報酬に関する意見交換・説

明会を実施し，８割の事業者から賛同が得ら

れた。「サービス」につながる先行投資とし

て，９割が緩和の指定を受けている。Ｂ型は

軽度のサービスニーズをもつ高齢者が多いイ

メージになる。Ｂ型は２０１６年度中に実施を予

定し，担い手はボランティア（株式会社で運

営している事業者に有償ボランティアの事務

局，マッチングを委託）で，Ａ型，Ｂ型の担

い手養成研修をおこなう。３０～６０代の５０人を

すでに養成済みで，さらに５０人追加予定であ

る。１時間５００円とし，家事援助中心の生活

支援，話し相手・安否確認など，介護保険で

はできないことに対応する，ただし，自立支

援に反する依頼は受けないようにしている。

A型や B型などの類型に該当する各状態

を想定して１９ある地域包括支援センターで研

修会や勉強会で話し合った。Ｃ市内の地域包

括支援センターはすべて委託（社会福祉協議

会は６地域包括支援センター受託），合併し

た小さなまちを中心に社会福祉協議会への委

託が多く，プロポーザルで再募集を予定して

いる。地域包括支援センターはブロック制を

取り，サテライトには職員を１人配置してい

る。職種は３職種（社会福祉士，保健師，主

任介護支援専門員）のほかに追加していると

ころもあるが，主任ケアマネが地域づくりを

担うのは難しいという。

② 地域自治区の取り組み

住民組織である地域自治区は，２００５年の合

併時，旧町村単位１３カ所，２００９年に合併前の

Ｃ市にあたる１５カ所に設置され，現在２８カ所

ある。地域自治区でおこなわれる通いの場は，

週３回，９時から１５時までとして送迎をつけ

る。通所Ｂ型にあたる介護予防教室や認知症

カフェ，家族介護者の集い，認知症サポーター

養成講座などをおこなう。食事の提供をする

場合，運営をする住民側が弁当の配達先を選

んでもらう。地域包括支援センターや保健師

は血圧測定や服薬のチェック，悩みを聞く，

生活支援コーディネーターから連絡を受ける

体制となる。

今後は NPO法人を中心とした拠点を１カ
所ずつ設け，組織の必要性を伝えていく予定

である（現在，Ｃ市内の６地区が NPO法人
格を取得している）。新総合事業をこの地域

自治区単位で実施する。第２層の協議体の設

置も予定している。地域自治区の地域活動支

援事業費（サロンの運営，街灯の設置など）

は，地域協議会で審査がおこなわれ，経費を

補助する。地域協議会の委員は住民の中から

選挙で選ばれる（定員をオーバーする場合）。

Ｃ市としては，地域・自治推進課と連携し，

住民組織に対して送迎車（ハイエース１０人乗

り）の購入費用を補助している。その場合，

新たな事業を２つ実施することとしている
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（買い物ツアー，新幹線に乗るなど参加費を

取る）。運転手は１時間８００円（実績払い）と

する。

【小括】

合併した地区では，地域社会の一体感があ

ることから比較的早くから体制整備に取り組

みがみられ，行政として地域自治区単位の活

動に対して運営支援をおこなっているが，旧

地域では，話し合いの調整がはじまった段階

で，社会福祉協議会にその準備作業を任せて

いる。

４．まとめと考察

多様な生活支援サービスの提供主体を地域

福祉のステイクホルダーとしてとらえ，その

自主的自発的な活動を地域包括ケアシステム

の不断の構築過程における創造性のある活動

へと導くためには，自治体のコミュニティ形

成とその主体的な住民参加にもとづく持続的

な活動を支えるマネジメントが求められる。

その中にあって，中間支援組織の機能を果た

す NPOや社会福祉協議会は，生活支援サー
ビスの提供組織を安定的に運営することを支

援するバイプレーヤーとしての役割を果たす

ことが求められる。

制度的な運営に基づくため，自治体のバッ

クアップ体制が決め手になるが，本稿で取り

上げたＸ県の３つの事例は，住民自主活動の

居場所が生活支援サービスのサポートステー

ションに転換する道筋を考えるオプション，

地域自治組織を生活支援サービスの事業体へ

位置づけるための法人化を NPOで展開する
方法，そして社会福祉協議会のコーディネー

ター機能を基礎とする生活支援サービスの住

民の支え合い活動の展開（これは，従来住民

参加型在宅福祉サービスとして取り組まれて

きたものである），といった３つの生活支援

サービスの展開オプションの選択を今後どの

ように機能させることが可能なのかに関して

全国各地の取り組みに先行する形で展開して

いる点で，貴重かつ先駆的な実践となってい

る。

� 地域住民による介護予防・生活支援サー

ビスをベースにした場合

このケースは行政側が生活支援サービス組

織を構築する上で必要な住民の自主的な活動

がすでに展開されている点が特徴といえる。

既存の地域住民や民間団体による生活支援サー

ビス提供組織を地域包括ケアシステムの中に

位置付けることになる。ここで問題なのは，

生活支援サービス提供組織を当該自治体の地

域包括ケアシステムにどのように組み込むこ

とができるかということである。

たとえば，実家の茶の間は，そもそも住民

主体の活動である。住民にとって利用しやす

さを追求すればするほど（それはすなわち低

廉な利用料ということになる），月々発生す

る家賃や水道光熱費の支払いが困難になる。

それを解決するひとつの方法が，地元自治体

との公民連携による補助金の活用である。実

際にＡ市は，各区で「茶の間」活動に補助を

する制度を持っている。この補助制度を利用

して実家の茶の間は運営されている。

地元自治体が構築しようとする地域包括ケ

アシステムの一環としての生活支援サービス

を考えるのであれば，地域住民による活動が

いかに当該自治体の地域包括ケアシステム構

築に貢献できるかが鍵となる。たとえば，自

治体では当該自治体なりの地域包括ケアシス

テムという「箱」を持っているといえる。こ

の「箱」に何を入れるかが自治体の課題であ

る。

一方，既存の生活支援サービス組織では地

域密着の課題を解決することがミッションで

あり，このミッションを実現するための活動

が行われている。既存の地域住民の活動が自

治体の持つ「箱」の中に収まるように調整で

きた場合に，両者にとってWin�Winの関係
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が生まれる。ここで，「箱」に入るように活

動を変えることに目が向きがちであるが，決

してそうではない。地域住民が，みずからが

住む地域においてどんな生活支援が必要なの

かを見定め，必要であれば「箱」の形を変え

て対応することが重要である。これこそが法

で示された「地域の実情に応じて」を踏まえ

た対応である（図３参照）。

� バイプレーヤーとしての社会福祉協議

会の可能性

Ｂ市社会福祉協議会は，地域の福祉活動の

ために活用される基金を利用し，ボランティ

ア銀行や高齢者の食事サービスなどの活動を

支援してきた。本来的に基金は，Ｂ市が１９８８

年に誕生させた運動に基づいてＢ市が拠出し

た基金と市民の寄付によって賄われている基

金である。これをＢ市の要請の下にＢ市社会

福祉協議会が地域の福祉活動事業に助成して

いる。

基金を核とした取り組みは，住民主体の活

動として，地域包括ケアシステムの「箱」の

中核となるから，社会福祉協議会は，準備さ

れた「箱」に合わせて地区活動をコーディネー

トすることになる。もちろん，地域住民の意

向と無関係に社会福祉協議会の方針を優先さ

せているわけではない。むしろ，地域ニーズ

をくみ取りつつ，地域活動を一定の方向に導

く策として，社会福祉協議会が持つノウハウ

や仕組みを展開している。

� 行政主導で地域自治組織を生活支援サー

ビス団体へシフトさせる政策オプション

ここでの行政主導とは，自治体→地域住民

という方向性を基本にする。とはいえ，自治

体→自治体の出先機関→地域自治会組織（特

定非営利活動法人）→地域住民という手順も

想定されるように事業を取り組む団体を仲介

組織として行政と住民がつながることになる。

ここで自治体が策定する地域包括ケアシステ

ムを実現する一環として，社会福祉協議会の

協力を得るケースが一般的である。そこでは，

社会福祉協議会が地域包括ケアシステムにか

かわる事業を自治体に提案し，その提案を自

治体が受け入れることによって社会福祉協議

会に事業委託するケースである。どのような

ケースであっても，情報や施策の流れの受け

手は地域住民であることに変わりはない。こ

の点で地域住民による生活支援サービスの提

供組織をベースにした地域包括ケアシステム

とは展開を異にする。

Ｃ市の取り組みは，地元町内会連合組織の

ような受け皿となる団体を想定している。こ

のケースは自治体が想定する地域包括ケアシ

ステムという「箱」の内容を自治体が定め，そ

れを実現するように町内会や地区をリードす

図３ 地域住民による生活支援サービスをベースにした場合 ［筆者作成］
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るという点が特徴である。自治体が地域のニー

ズをくみ取り，「箱」の形を地域ニーズに合う

ように作ることができる（図４参照）。Ｃ市で

は自治体がリードして，町内会が事業委託を

受けられるように非営利活動法人にすること

が基本となるが，法人格の内容からすると一

般社団法人や一般財団法人とすることも考え

られる。

考 察

ところで，介護予防や生活支援を進めるう

えで，住民主体の地域包括ケアに社会福祉協

議会がどこまでかかわるかというもうひとつ

の問題がある。地域包括ケアシステムが，そ

もそも介護保険制度改正によって新たに生み

出された概念であると考えれば，行政および

社会福祉協議会を中心的なプレーヤーとして

措定し，地域住民はバイプレーヤーであるに

過ぎないと割り切ることもできる。

しかしそのように考えたのでは住民主体の

地域包括ケアにはならない。今求められてい

ることは，希薄になったコミュニティを再構

築することであり，そのための策のひとつが

地域包括ケアシステムである。このように捉

えれば，やはり地域包括ケアシステムのプレー

ヤーは地域住民であり，介護予防・生活支援

サービスの実施主体として中心的な役割を演

じるのが地域住民であることを意識すべきで

ある。

中心的プレーヤーとしての地域住民がなす

べきことは，実家の茶の間・Ｓのように，介

護予防・生活支援サービスにかかるコストを

計算して明らかにし，活動が独立採算的に継

続して実施できるかを見極めることである。

生活支援サービスにかかわらず，地域住民に

よる独立した活動は，概して活動資金不足に

悩むことが多い。補助金・助成金の獲得も容

易ではないし，継続的に獲得できる保証もな

い。このような中で，地域住民による地域住

民のための地域包括ケアにかかわるイニシャ

ル・コストやランニング・コストをどう調達

するのかを考えることは必要なことである。

そこで，たとえば介護予防や生活支援サー

ビスの実施に際して町内会・自治会がその活

動を経済的に支援できる方法を模索すること

も視野に入れるべきである。町内会に加入す

る住民が減少し，活動資金も先細りしている

町内会もあるだろうが，町内会側にとっては

喫緊の課題として地域包括ケアを位置付けれ

ば，従来の活動予算の組み換えを再検討する

チャンスでもある。介護予防や生活支援サー

ビスが町内会・自治会を構成する地域住民の

互助活動であると認識することで，町内会が

その活動に予算を割り当てる道も開ける。そ

の上で，介護予防や生活支援サービスの実施

上，不足する活動資金について，自治体や社

会福祉協議会が持つ補助制度や仕組みを利用

する。こうすることによって自治体や社会福

祉協議会がバイプレーヤーとして地域包括ケ

アにかかわる形が作り出される。

図４ 行政主導で地域住民を巻き込む形を取った場合 ［筆者作成］

生活支援サービス提供体制の構築に関する自治体戦略

― 125 ―



現状では，新総合事業実施の期限をにらみ，

自治体や社会福祉協議会の検討が進んでいる。

これをどのように町内会等に周知し，町内会

が主体的に取り組むように導いていくかが，

今後の鍵になると思われる。
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〔注〕

１）訪問型サービスのみ。

２）生活支援サービスとは，訪問型サービス

（住民参加型在宅福祉サービス），食事（会食・

配食）サービス，移動・外出支援，居場所づ

くり（サロン活動），宅老所，見守り支援活動

などを指す。
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